
第3節 　 デジタル化を進める上での課題

第1節でみた通り、感染拡大以降、デジタル化の重要度は高まっている。こうした事実を踏
まえ、特にデジタル化の実装を担う人的資本の蓄積との関係に注目し、デジタル化を進める上
での課題について考察する。さらに、デジタル化の推進が脱炭素化や地方創生といった社会課
題に及ぼす効果についても考察を加える。

	 1	 	デジタル投資の現状とその背景

我が国のデジタル化が諸外国対比で劣後してきた背景として、人的資本の蓄積不足がIT投
資の量と質の両面で下押し要因となってきた可能性を指摘する。次に、我が国のデジタル人材
不足の原因について考察する。

●我が国のデジタル化の歩みは諸外国に劣後
第1節で確認した通り、感染症による社会の構造変化に対応しつつ、気候変動、少子高齢化

等の社会的課題を解決し国民生活の持続的な幸福（Well-being）を実現するとともに、課題解
決を通じて新たな市場を創造する手段としてデジタル技術の重要性が高まっている。

もっとも、我が国のデジタル化の歩みは主要先進国に劣後してきたという評価が多い71。
ＯＥＣＤのデータを用いて、2000年以降のIT投資額を国際比較すると、主要先進国ではIT投
資が増加傾向にあるのに対し、我が国は横ばい圏内の動きとなっている（第3－3－1図（1））。
また、IT資本の生産性（＝GDP／IT資本ストック）をみると、諸外国対比で低い水準にとど
まっており、IT投資を付加価値向上に十分結び付けられていない（第3－3－1図（2））。IT
資本の生産性は、分子のGDPが非IT資本や労働投入などの様々な要因により変動するため、
これだけをもって我が国のIT資本の付加価値創出効果が低いと判断することはできないが、
我が国企業がIT技術を付加価値創出の観点から有効活用できていない可能性を指摘する先行
研究は複数存在する72。これらを踏まえると、我が国のIT投資は量と質の両面で課題を抱えて
きたと考えられる。

（71）	Fukao et al. （2015）、 宮川・金（2010）を参照。
（72）	経済産業研究所（2007）は、日米韓の企業を対象に実施されたアンケート調査の結果をもとに、日本では

「新製品・サービスの開発、新規事業の開拓」「主要事業の競争力強化」などの調査対象となっている経営課題の
全てにおいて、IT投資の貢献度が低い傾向にあることを報告している。そのほかにも、元橋（2010）、Atrostic 
et.al （2008）は、日本企業が米国企業対比でIT技術を有効活用できていない可能性を指摘している。
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第3－3－1図　IT投資の国際比較

（1）IT投資の推移 （2）IT資本の生産性の推移
我が国のIT投資は量と質の両面で諸外国に見劣り

（2000年＝100） （倍）

（備考）１．OECD.Statにより作成。IT資産（投資）は有形資産（投資）と無形資産（投資）の合計。
２．IT資産（投資）は、自国通貨ベースの名目値。
３．IT資本生産性＝名目GDP／名目IT資本ストック。
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●人への投資はソフトウェア投資を量・質の両面で押上げ
我が国のデジタル化の遅れについては、様々な要因が複合的に作用した結果と考えられる

が、人的資本の蓄積の不足が原因として指摘されることも多く73、内閣府政策統括官（経済財
政分析担当）（2022）で指摘した通り、我が国ではアメリカ企業対比でIT人材不足を感じる企
業の割合が高い74。

先行研究や企業による指摘を踏まえると、我が国ではIT人材の不足が深刻であり、そのこ
とが原因となり、①IT技術の導入が遅れ、ビジネスモデルを革新する新規技術の活用アイデ
アが生まれない、②ITベンダー企業への外注の下で進む業務効率化にデジタル投資が偏重す
る、③システム導入後も従業員が業務に有効活用できない、といった事例が発生している可能
性がある。すなわち、IT資本を利用する従業員の質が企業間におけるIT投資の規模や効果の
差を生んでいる可能性が懸念される。こうした問題意識から、経済産業省「企業活動基本調
査」の調査票情報を活用し、企業の教育訓練投資による人的資本の蓄積（以下「教育訓練ス
トック」という。）が企業のソフトウェア投資の量やその効果に及ぼす影響を実証分析した75。
その結果、第一に、教育訓練ストックの蓄積により、企業のソフトウェア投資が押し上げられ

（73）	例えば、金・権（2013）は、ITを十分活用するために組織改編や労働者の訓練のような補完的な投資や資
産が必要であることを指摘したBresnahan et al. （2002）を引用しつつ、日本ではIT技術を活用するために必要
な組織改編への支出や労働者に対するＯＦＦ－ＪＴが格段に少ないことを挙げ、このことが日本におけるIT投資
不足の第一の原因であると指摘している。

（74）	日米独を比較して同様の傾向を報告しているアンケートとして、情報通信総合研究所（2021）がある。
（75）	ここで紹介した結果は、鈴木・久保（2022）で行った分析の一部である。
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る関係が示された（第3－3－2図（1））。このことは、IT投資を実行できる人材の存在がIT
投資を促す傾向を示唆している。第二に、教育訓練投資に積極的な企業ほど、ソフトウェア投
資による労働生産性の押上げ効果が大きいことが確認された（第3－3－2図（2））。このこと
は、IT技術を有効活用できる人材の存在が、IT投資の付加価値創出効果を高める可能性を示
唆している。

これらの結果を踏まえると、デジタル化と並行して人材教育を進めていくことが企業の成長
と雇用者の労働生産性上昇の両面から重要である。

第3－3－2図　人への投資がソフトウェア投資の量と質に及ぼす効果

人への投資はソフトウェア投資を量と質の両面で押し上げる効果

（教育訓練ストックの1％の増加に対する
ソフトウェア投資の増加率、％）

（ソフトウェア投資の1％の増加に対する
労働生産性の上昇率、％）

（備考）１．経済産業省「企業活動基本調査」により作成。
２．＊＊＊は1％水準で有意であることを示す。
３．推計方法は付注3－3を参照。（2）は教育訓練の積極度（2013年度から2019年度にかけての従業員一人当た
り教育訓練ストックの伸び）に応じて企業を3つに分割し、ソフトウェア投資が労働生産性に及ぼす弾性値
を比較したもの。
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●我が国のデジタル人材は量・質の両面で諸外国に見劣り
このように、我が国がデジタル化を進めていく上では、人的資本の蓄積が極めて重要であ

る。もっとも、上述した通り、我が国はIT人材の不足感を訴える企業が多くなっている。そ
こで、IT人材の量と質についての国際比較を行う。

まず、就業者に占めるIT人材の割合をみると、我が国は欧米諸国対比で低くなっており、
IT人材の量自体が不足感の一因になっていると考えられる（第3－3－3図（1））。次に、IT
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人材のデジタル競争力に関する国際的な調査 76をみても、我が国は総合順位で64カ国中47位
と低位である（第3－3－3図（2））。内訳項目をみると、「教育評価（PISA-数学）」は5位と
なっており、基礎的な数学教育の高さが競争力を押し上げているが、「国際経験」や「デジタ
ル／技術スキル」といった実務的な能力に直結する項目は、それぞれ49位、64位と特に低位
となっており、我が国の弱みとなっている。

第3－3－3図　我が国のIT人材の量と質

我が国ではIT人材の量と質で諸外国に見劣り

（％）

（備考）１．ILO統計、総務省「就業構造基本調査」、IMD World Competitiveness Center「IMD World Digital Competi-
tiveness Ranking」により作成。

２.（1）の「IT人材の割合」とは、IT人材が全就業者に占める割合。IT人材は国際標準職業分類の「25．情報
通信技術系専門職」「35．情報通信技術者」の合計。2017年の値。日本の就業者は、「就業構造基本調査」
における「有業者」を用いている。

３.（2）の2017年は63か国、2021年は64か国との比較。
デジタル競争力ランキングは、各国におけるデジタル技術の開発・活用を通じて、政策、ビジネスモデル、
および社会全般の変革をもたらす程度を分析し、点数とランクを付けるプロジェクト。図表では、「人材」
に関する総合順位とその内訳6項目別にみた順位を掲載。
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●IT専門雇用に対応した賃金・処遇体系が整備されておらずIT人材が偏在
IT人材の不足感に拍車をかける背景として、第一に、IT人材の偏在がある。IT人材が雇用

されている業界をみると、我が国では、欧米対比でIT企業への集中度が高く、非IT企業側に
IT技術者が少ない（第3－3－4図（1））。IT技術者の偏在が顕著な背景として、ジョブロー

（76）	 IMD（International Institute for Management Development,国際経営開発研究所）が世界64か国（2021
年時点）を対象にランキングを発表している。
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テーションを前提としたメンバーシップ型雇用77が一般的となっている日本の雇用慣行の影響
も指摘できるであろう。海外では、「職務記述書（ジョブディスクリプション）」で定められた
職務を行うことを前提に、専門人材の雇用が行われることが一般的である。採用後も、職務記
述書で定義された職務範囲の中で人事評価が行われる。実際、諸外国では8割以上の雇用者が、
採用に際し職務内容について何らかの説明を受けているが、我が国では4割未満となっている

（第3－3－4図（2））。この結果、我が国では、ITスキルを活かしたい就業者が非IT企業の
IT専門人材として雇用される余地がそもそも限定的であることに加え、入社後の賃金・処遇
体系や研修体系も専門人材の育成に沿わないケースが多い。

第3－3－4図　IT人材の偏在と雇用慣行の国際比較

（％）
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（備考）１．株式会社リクルート「5カ国リレーション調査」、独立行政法人情報処理推進機構「IT人材白書2017」により
作成。

２．（1）について、日本・アメリカは独立行政法人情報処理推進機構による推計値（2015年時点）。カナダは、
調査会社Information and Communications Technology Councilによる推計値（2014年時点）。英国・ドイ
ツ・フランスは調査会社empricaによる推計値（2015年時点）。

３．（2）は、大卒以上で民間企業で働いている30 ～ 49歳を対象に実施されたアンケートを基に作成。アンケー
ト実施時期は2019年12月～2020年1月。回答者数は、日本が621名、アメリカが624名、フランスが624名、
デンマークが165名、中国が629名。
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（77）	ジェネラリスト型の人材育成を目的に、雇用者が採用後に経験する職種や勤務エリアが流動的であること
を前提とした雇用形態。
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●企業によるIT技術の学び直しにも量・質の両面で課題
第二に、IT人材の学び直しの環境の観点からも課題が指摘できる。我が国企業は、そもそ

も教育訓練投資（対付加価値比率）が欧米諸国対比で少なく78、またデジタル化の必要性が高
い業種において教育訓練を受けた就業者の割合が低い傾向 79が指摘されてきた。こうした事実
は、IT人材育成のための教育訓練投資額自体が諸外国対比で少ない可能性を示唆している。

さらに、教育訓練の質についても評価を試みよう。IT人材の学び直しの方法別の実施状況
をみると、日本では、「書籍・雑誌による情報収集」や「WEB上での情報集」といった自主的
な情報収集による学び直しを行う技術者の割合は高く、学びへの意欲は決して低くないと推察
される。一方、「WEB講座による学習」や「社内の研修・勉強会への参加」等の企業側から用
意される場合が多い学び直しの機会を利用する割合が低い（第3－3－5図（1））。さらに、国
際成人力調査80によれば、企業の研修や通信教育などの再教育制度の効果を実感している者の
割合が調査対象国の中で最下位となっている（第3－3－5図（2））。このように、教育訓練の
内容が利用者のニーズに合致していないことを背景として、企業が提供する再教育制度を利用
する雇用者が少なくなっている可能性が懸念される。この点に関し、日本ではそもそも従業員
のITリテラシーレベルを正確に把握できていない企業の割合が高いことも併せて考えると81、
教育訓練の量的な充実に加え、従業員が有するスキルと必要なスキルとのギャップの把握を進
め、適切な再教育制度の設計を行うことが重要であろう。

（78）	詳しくは内閣府（2018）の第3章第2節を参照。
（79）	詳しくは内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2022）の第2章第2節を参照。
（80）	国際成人力調査（PIAAC）は、ＯＥＣＤが中心となって実施する国際調査。参加各国の成人男女を対象と

して、実社会で生きていく上での総合的な力（成人力）を調査することを目的に2011年から実施されている。
（81）	詳しくは内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2022）の第2章第2節を参照。
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第3－3－5図　IT人材の学び直しの環境の国際比較

（1）IT人材のスキルアップに向けた取組の実施割合
企業が提供する訓練プログラムの効果を実感する者の割合が低く、利用割合も低い

（「非常に役だった」と回答した利用者の割合、％）
（2）再教育制度の効果に対する認識
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（備考）１．経済産業省「IT人材に関する各国比較調査 結果報告書」、OECD「国際成人力調査（PIAAC）」により作成。
２．（1）は、IT関連の仕事に就いている者を対象としたアンケート調査結果。調査対象国は、アメリカ、日本、

韓国、中国、インド、ベトナム、タイ、インドネシアの8か国。回答者数は各国500名（ベトナムのみ300
名）。調査期間は2016年3月上旬～中旬。

３．（2）は、33か国25万人の成人男女（16歳～ 65歳）を対象に実施されたアンケート調査結果。調査期間は
2011年8月～ 2012年3月（ただし、9か国は2014年4月～ 2015年3月に実施）。通信教育、実践研修、上司
または同僚による研修、その他セミナー等を利用したことがある者を対象に「その学習は、当時または現在
のあなたの仕事やビジネスにどう役立ちましたか」と訊いた結果。

●IT教育の推進のために外部人材の活用や教員の就労環境の改善が必要
第三に、初等中等教育課程におけるIT導入面からも課題あったことが指摘できる。ＯＥＣＤ

による生徒側へのアンケート調査によると82、高校授業におけるデジタル機器の利用時間や、
コンピュータを使って学習ソフトや学習サイトを利用する頻度で我が国は諸外国対比で大きく
見劣りしていた83。

（82）	PISA2018を参照。15歳の生徒（日本では高校1年生相当）を対象とした調査。
（83）	詳しくは内閣府（2021）の第3章補論を参照。
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この背景について、教員側に関する統計も活用して考察を深める。まず、教員に対するアン
ケート調査をみると、IT指導を授業で導入している中学校教員の割合は他のＯＥＣＤ諸国対
比で低かった84（第3－3－6図（1））。教員の労働時間について国際比較を行うと、我が国の
中学校教員の労働時間は、ＯＥＣＤ諸国の中で最も長く、その大半が「授業以外の時間」によ
るものとなっている（第3－3－6図（2））。日本の教員の授業以外の勤務時間が長い背景とし
て、部活動等の課外活動に関わる教員が多いことによると考えられる。現在、児童生徒1人1
台端末環境が整備されるとともに、統合型校務支援システムによる事務負担の軽減や、デジタ
ル教科書・教材の導入で印刷等の教材準備に要する負担の軽減が図られる事例がある。こうし
た取組を着実に進めて教員の就労環境の改善を進めるとともに、外部人材を積極的に活用する
ことも重要である。

第3－3－6図　IT教育と教員の就労環境の国際比較

（1）授業でITを使った中学校教員の割合
我が国では中学校におけるIT指導の導入割合が低く、教員の就労環境にも課題

（％） （時間）
（2）中学校教員の1週間の労働時間

（備考）１．ＯＥＣＤ「国際教員指導環境調査2018」により作成。
２．ＯＥＣＤが実施した各国中学校教員に対するアンケート調査の結果。
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以上みてきた通り、企業・教育機関の両面でITを学ぶ環境を改善することを通じて、社会
全体のITスキルの底上げを図ることがデジタル化を進める上で重要である。

（84）	ＯＥＣＤ「国際教員指導環境調査2018」による。本調査では、小学校の教員にも同様の質問をしているが、
同様の傾向が観察される。
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	 2	 	デジタル投資と脱炭素化

デジタル化に伴うデータセンター等の電力消費が増加することを課題とする見方がある一方
で、脱炭素化を進める上でデジタル化の推進が必要であるとする見方もある。こうした論点を
踏まえて、本項ではデジタル化と脱炭素化の関係性について考察を加える。

●デジタル化の進んだ企業ほど脱炭素化方針を策定しやすい傾向
企業や一般家庭での活動に際して、デジタル技術を用いて、エネルギー消費量や温室効果ガ

スの排出量等の環境情報の計測及び予測を行いつつ、エネルギー利用効率の改善、物の生産・
消費の効率化・削減、人・物の移動の削減につなげることで、温室効果ガスの排出量を削減す
ることが可能である。デジタル技術のこうした特性を気候変動対策という社会課題の解決に向
けて活用していくことが重要である85（いわゆる「グリーンbyデジタル」）。

例えば、内閣府が実施したアンケート調査と企業の財務情報を利用したロジスティック回帰
分析によれば、デジタル化が進んだ企業86ほど、「自社の温室効果ガス排出量を算定している」
や「自社の温室効果ガス削減目標を設定している」と回答する確率が統計的に有意に上昇する
ことが確認できる（第3－3－7図）。この結果は、各社が保有する設備の稼働状況や温室効果
ガスの排出状況を管理する上で、IT技術の実装が必要であることを踏まえると、デジタル化
の進展度合いの差が脱炭素化の取組にも影響を及ぼし得るという可能性を示唆している。

（85）	一方で、データセンターやネットワークといったデータインフラ向けのエネルギー需要の増加が見込まれ
ることを踏まえると、デジタル機器・産業の省エネ・脱炭素化（いわゆる「グリーンofデジタル」）も同時に進
めることが重要である。

（86）	ここでは従業員一人あたりのソフトウェア資産額が大きい企業と定義。
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第3－3－7図　排出量の算定・目標設定に対するデジタル化の効果

デジタル化が進んだ企業ほど、排出量の算定の実施確率と排出削減目標の設定確率が上がる

自社の排出量を算定する確率 排出削減目標を設定する確率

デジタル化の進展度（従業員一人当たりの
ソフトウェア資産額） ○ ○

教育研修費 ― ―

売上高営業利益率 ― ―

企業規模ダミー ― ○

上場ダミー ― ―

業種ダミー ○ ○

（備考）１．内閣府「カーボン・ニュートラルが企業活動に及ぼす影響について」により作成。
２．取組の実施有無を被説明変数としたロジスティック回帰分析を実施し、10％水準で有意な変数には「○」

を付している。
３．推計方法や推計結果の詳細は付注3－4を参照。

●デジタル技術が社会全体のエネルギー消費を抑制する効果
次に、IT資産の蓄積がエネルギー消費に与える影響について考察する。デジタル化が一国

のエネルギー消費に影響を及ぼす経路は、IT機器の生産・運用に伴うエネルギー消費を通じ
た「直接チャネル」と、デジタル化の進展による産業構造やビジネス・プロセスの変化、IT
技術の活用によるエネルギー消費の効率化等を通じた「間接チャネル」の2つに大別される87。
両者をネットした効果がエネルギー消費に対して上下どちらに作用するかという点について
は、国や時代によって大きく異なると考えられるが、近年、我が国を対象に実施された先行研
究では、IT資産は我が国のエネルギー消費の削減に貢献してきたという結果が多い88。

そこで、こうした先行研究を参考に、IT資産を含むエネルギー消費関数を推計し、我が国
においてIT資産の蓄積がエネルギー消費に及ぼす影響について確認する。推計結果をみると、
一国全体では、IT資産が増加すると、我が国のエネルギー消費量が減少する関係が統計的に
有意に確認された（第3－3－8図）。また、産業別89にみると、製造業ではIT資産が増加する
とエネルギー消費量が減少する関係が統計的に有意に確認されたが、非製造業ではそうした関

（87）	ＯＥＣＤ（2010）を参照。
（88）	 Ishida （2015）やTakase and Murota（2004）を参照。
（89）	固定効果を加味した業種別パネルデータを用いた推計結果。詳細は付注3－5を参照。
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係は確認されなかった。ただし、感染拡大以降に進捗したテレワークにより、IT資産が各業
種のエネルギー消費に及ぼす効果に変化が生じている可能性には留意が必要である。

第3－3－8図　デジタル機器の導入とエネルギー効率の上昇

（％）

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、日本銀行「企業物価指数」により作
成。

２．一国全体、製造業平均、非製造業平均においてIT資本が1％増加した際に増加するエネルギー消費量を示
した。推計期間は1994年度から2020年度。図中の***、**はそれぞれ1％、5％水準で有意であることを示す。
詳細は付注3－5を参照。

日本ではIT資産の導入が製造業を中心にエネルギー消費削減に貢献
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この結果は、次の通り解釈できる。まず、第一に、産業別の推計結果では、特に製造業にお
いて、IT技術の活用によるエネルギー効率の改善効果が大きい傾向がある。第二に、一国全
体でみたときの下押し効果は業種別推計値よりも大きい値となっており、業種別のパネル推計
では計測されない産業構造の変化90を通じたエネルギー消費の削減効果も相応に大きい可能性
が示唆される。

	 3	 	地方部のデジタル化による効果

行政コストの削減やビジネスや生活の地理的な制約の緩和につながるデジタル技術には、人
口減少が進む地方部の課題を解決する役割も期待される。こうした問題意識から、ここでは特
に、地方部のデジタル化の進展の必要性とその効果について考察する。

（90）	業種別推計で計測される効果は、業種内におけるIT資産の蓄積による効果であり、情報通信業などの第三
次産業のウエイトの高まりといった産業構造の変化による効果は、一国全体の推計結果にしか現れない。
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●我が国では首都圏への人口集中が深刻
2021年の住民基本台帳人口移動報告によると、感染拡大以降の働き方の変化等を背景に、

東京都への転入超過数が2年連続で減少するなど、東京一極集中の流れは一時的に後退したも
のの、やや長い目でみれば、諸外国と比較して我が国の首都圏への人口集中は依然として際
立っている（第3－3－9図）。

第3－3－9図　首都圏人口比率の国際比較

（首都圏人口／総人口、％）

（備考）１．UN「World Urbanization Prospects:The 2018 Revision」、総務省「国勢調査」、「人口推計」、アメリカ商務
省により作成。

２．各都市の人口は大都市圏の人口（2018年時点で人口30万人以上の都市密集地）であり、日本については、
東京都・千葉県・埼玉県・神奈川県の大部分と茨城県・栃木県・群馬県・山梨県・静岡県の一部からなる
東京大都市圏。

３．日本（東京）は、2020年は「国勢調査」、2021年は「人口推計」を基に、大都市圏に該当する都県の2015
年に対する人口増減率を用いて推計。アメリカ（ニューヨーク）の2020年は、アメリカ商務省を基に、
ニューヨーク州の2015年に対する人口増減率を用いて推計。

我が国の首都圏人口比率は顕著に高まってきた
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首都圏への人口集中とそれに伴う地方部の過疎化の進行は、首都圏における住宅不足や大気
汚染・水質汚染のほか、地方部における産業の衰退や環境資源の保全に支障をきたす恐れがあ
る。また、自然災害への備えとして、首都圏以外に経済的機能が高い中核都市が育つことが望
ましい。こうした課題を解決するとともに、地方の活性化やビジネス環境・生活インフラの利
便性を向上する手段として、地方部のデジタル化を進めることが重要である。
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●人口規模の小さい地域ほど行政コスト負担が重い
地方自治体の人件費を、都道府県人口で除した値を、住民一人当たりの行政コスト91と定義

すると、人口規模の小さい都道府県では、住民一人当たりの行政コストが高く、上位5県と下
位5県の間には2倍以上の開きがある（第3－3－10図）。また、10年前からの変化をみると、
僅かではあるが上位県と下位県の差は拡大傾向にある。政府は、2021年9月に設立されたデジ
タル庁を中心に、政府全体で「デジタル社会の実現に向けた重点計画92」に基づき、行政のデ
ジタル化を推進することとしている。このうち、地方自治体の基幹業務システムについては、
地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、ガバメントクラウド上で提供され
る標準準拠システムへ移行できる環境を整備する、統一・標準化の取組を進めることにより、
自治体の住民サービス向上とともに、行政効率化を目指すこととしている。

第3－3－10図　住民一人当たり行政コストの都道府県比較

（指数、全国平均値＝100）

（備考）１．総務省「地方財政統計年報」、「人口推計」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により作成。
２．行政コスト指数は、以下の式により算出後、全都道府県の平均値が100となるように指数化。
　　一人当たり行政コスト＝（都道府県及び市町村の人件費／都道府県人口）／都道府県別民間賃金
３．都道府県別民間賃金は「賃金構造基本統計調査」の所定内給与額（一般労働者、男女計）。
４．図中の「上位5県の平均値」及び「下位5都府県の平均値」は、行政コスト指数についての値。

住民一人当たりの行政コストの地域差は大きく、その差は拡大傾向
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特に、感染拡大以降は、我が国の教育や行政といった公的部門のIT化の遅れが明るみとなっ
た。実際、ＯＥＣＤによる各国調査では、我が国における行政手続きのオンライン化の進展度

（91）	歳出全体とした場合には、年齢構成の要因が大きい社会保障関連費用や、地理的特性の要因が大きいイン
フラ維持費用など、行政サービスを効率化することで都道府県間の差が埋まりにくい支出も相応に含まれる。行
政サービスは労働集約的であることを踏まえ、ここでは自治体の人件費で比較する。内閣府政策統括官（経済財
政分析担当）（2016）と同様、物価水準の地域差に起因する要因を調整するため、一人当たり人件費を各地域の民
間平均賃金に対する比率で評価している。

（92）	 2022年6月7日閣議決定。
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は30か国中で最下位となっており93、公的部門のIT化を加速させる必要性が強く認識されてい
る。また、自治体におけるデジタル化の促進に向けて、ノウハウや内部人材の不足が障害とな
るケースが多いことに加えて、そもそも地域住民のデジタル化に対する期待値が低い自治体ほ
ど進捗が遅い傾向も報告されている94。これらを踏まえれば、インフラ整備と並行して、地方
自治体におけるIT人材の育成や地域住民のITリテラシー向上に向けた支援も同時に進めてい
くことが重要である。

●地方部ではEC利用率が低く情報格差が生じている可能性
次に、感染拡大以降に、利用が拡大した電子商取引（Electronic Commerce、以下「EC」

という。）95という観点からも、地域間の比較を試みる。まず、地域別のEC利用率をみると、
関東では高く、地方部では低い傾向となっている（第3－3－11図（1））。もっとも、EC利
用率は、世代や所得収入の違いといった居住者の属性情報によって影響を受ける。そこで、総
務省「家計消費状況調査」の調査票情報を用いて、こうした居住者の属性の違いを考慮した上
で、居住地域によってEC利用率に差が出るのかを統計的に検証する。これをみると、いずれ
の地域でも東京対比では、同一属性の居住者のEC利用確率が下がる傾向あり、特に人口が少
ない都道府県においてEC利用確率が大きく下がる傾向が確認された（第3－3－11図（2））。

（93）	内閣府（2020）第4章第2節を参照。
（94）	浜口（2022）を参照。
（95）	中島他（2022）は、家計簿アプリデータを活用し、感染拡大以降に家計のEC利用が過去のトレンドを上

回って拡大したと報告している。
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第3－3－11図　電子商取引利用率の地域差

（％）

（備考）１．個票データを活用した総務省「家計消費状況調査」により作成。
２．プロビット推計による各道府県ダミーの限界効果。推計期間は2018年1月～ 2019年12月。
３．詳細は、付注3－6を参照。

（備考）１．総務省「家計消費状況調査」により作成。
２．電子商取引利用世帯割合とは、各調査月1か月間でインターネットを利用して商品・サービスを購入した世

帯の割合。二人以上の世帯。2021年の月別結果の単純平均。

年齢・所得等の属性をコントロールしても地方の電子商取引利用率は低い
（1）地域別の電子商取引利用世帯割合

（2）都道府県別にみた電子商取引利用確率（東京都との利用率の差）
（限界効果、％ポイント）
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こうした分析結果は、情報通信技術に関するリテラシーや通信インフラの地域間の差――い
わゆる情報格差（デジタル・デバイド）――が、経済的・社会的な格差につながっている一側
面を表している。また、地方部では、小売店舗密度（エリア面積当たりの小売店舗数）が低
く、EC利用によって購買行動の制約が解消される効果も潜在的には大きい可能性が考えられ、
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個人消費の喚起という観点からも情報格差の縮小は取り組むべき課題の一つと考えられる。

第4節 　 本章のまとめ

本章では、新しい資本主義における重点投資分野のうち、特に脱炭素化とデジタル化に焦点
を当てて投資拡大に向けた課題を整理した。感染拡大以降は、非対面型のサービスを実現する
手段としてデジタル技術の活用が進み、デジタル化の進捗度が企業業績の優劣につながってい
る。また、国際社会の脱炭素への移行が進む下で、ロシアによるウクライナ侵略以降はエネル
ギー価格高騰へ対応する必要性が一層高まっている。過去を振り返ると、我が国企業部門の投
資スタンスは諸外国対比で慎重に推移してきたが、こうした社会課題の解決に向けた取組自体
を付加価値創造の源泉として成長戦略に位置付け、官民連携で計画的な投資を進めることによ
り、イノベーションを大胆に推進し企業の投資を喚起することが、我が国の競争力を確保して
いく上で重要である。

現状、企業の脱炭素に向けた取組は一部に限定されており、企業の予見可能性を高める取組
を通じて投資を加速させていく必要がある。2050年までにカーボンニュートラルを達成する
ためには、過去にないペースで温室効果ガスの排出量を削減する必要がある。ただし、こうし
た状況は諸外国でも共通しており、むしろ我が国が培ってきた環境技術力を一層高めて、付加
価値創出につなげていくことが重要である。特に、補助金と排出量基準・排出量取引制度など
を組み合わせた規制・支援一体型の投資促進策が企業の競争力強化に加えて、海外への所得流
出の抑制やエネルギー安全保障の観点からも有効であると考えられる。他方、我が国は技術の
収益化に課題を抱えてきており、高度人材の育成・産学官の連携強化によるオープンイノベー
ションの促進や、スタートアップの育成強化を通じて、イノベーションを強化していくことも
重要である。脱炭素社会へ移行するためには、脱炭素コストのサプライチェーン上での転嫁も
鍵を握っており、イノベーションの促進により再生可能エネルギーコストの低減を進めるとと
もに、安全性の確保を前提とした原子力発電所の活用も視野に国民負担を軽減する取組も必要
である。また、継続的・安定的な賃上げ環境を醸成することも必要なコストの転嫁が可能な経
済環境につながる。

デジタル化を推進する上では、そこに携わる人的資本の不足の解消がまず重要である。民間
調査によれば、我が国のIT人材の競争力は諸外国に劣後しているほか、IT人材がIT企業に偏
在しており、非IT企業においてデジタル化を進めるための人材の不足が深刻である。これら
の課題を解決する手段として、企業による教育訓練を量・質の両面で改善すること、外部人材
を積極的に活用しつつ義務教育課程からIT教育を強化していくこと、雇用・賃金体系の見直
しにより、IT専門人材がIT企業以外でも幅広く活躍できる環境を整備することを提起した。
また、デジタル技術は、企業の生み出す付加価値向上だけではなく、脱炭素化に向けたエネル
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